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研究要旨 

Ａ．研究目的 
A.1 研究全体の問題設定 
新型コロナウイルス感染症は、グローバルヘルス・
アーキテクチャーが個別保健課題への対応の集合
ではなく、データ・技術・財政・人材・制度の相互
接続性をいかに構築するかという問題であること
を露呈させた。今後のグローバルヘルス国際協調は、
特定の疾病領域や財政枠組みの設計を超え、研究開
発、データガバナンス、技術標準、専門家ネットワ
ークを横断的に接続する制度的基盤の構築を要求
すると整理し得る。 
 
A.2 本分担研究の視座 
本分担研究はこのうち研究開発体制に焦点を当て
る。本年度の射程として出発点とするのは、研究開
発を個別技術の創出として捉える従来的視座では
なく、研究成果を保健医療システムに実装し、国際
的な知識共有・能力強化・制度形成に接続するため
の、データ基盤・国際標準・専門家配置・安全性技
術を一体として包含する実装ガバナンスの問題と
して捉える視座である。 
 
制度的配置は各国の医療制度・法体系・行政文化・
データ保護法制・専門職団体の構造に深く埋め込ま
れているため、本質的に各国固有性が強い。一方で、
技術・標準・AIモデル等の研究開発成果は国境を越
えて流通可能性が高い。両者の間に存在する非対称
性が、国際協調体制の中心的設計課題を構成すると
整理し得る。 
 
この非対称性のもとでは、国際協調は同一制度の移
植ではなく、各国の制度的経験の相互参照と原理レ

ベルの共通基盤構築という形をとる必要があると
考えられる。これは「統合」でも「独立」でもなく、
相互運用性(interoperability)の設計原理に呼応す
る。 
 
A.3 本年度の範囲 
本研究は3年計画であり、研究開発体制をめぐる一
般的論点については年度を追って体系的に検討す
る。本年度は限られた研究実施期間に鑑み、近年急
速に進展している国際的動向の整理と、国際的相互
参照の意義がグローバル・ガバナンスにおいて高ま
っているという現状認識を前提とした傾向分析お
よび分析基盤の構築に焦点を絞った。以下の検討に
は仮説的なものが多く含まれ、厳密な妥当性に関わ
る検証よりも3年間の研究の端緒としての視点・枠
組みの提供を行うことを主眼に行われた。本報告書
は検証の端緒として位置づけ、今後論文等で正式な
成果物を公表する。 
 
Ｂ．研究方法 
主たる方法は、政策文書および関連学術文献のレビ
ュー、ならびに具体事例の制度分析である。 
対象とする政策文書群は、G7、G20、WHO、世界
銀行、OECDにおける研究開発、データガバナンス、
AI、相互運用性、デジタルヘルス関連の文書、なら
びに国内の医療DX、データ基盤、AI関連政策文書
とする。 
 
 （倫理面への配慮） 
本分担研究は文献および公開政策資料に基づく分
析を主とするものであり、人を対象とする生命科
学・医学系研究には該当しない。専門家ヒアリング
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 本分担研究は、AI・データ時代のグローバルヘルス研究開発体制を、個別技術の開発支援ではなく、デ

ータの独立性と相互運用性を両立させる設計原理、国際協力を国内改革の外部参照点として機能させる

メカニズム、安全性を担保する技術自体の共同開発、技術的解決主義(technological solutionism)を超え

た高解像度の専門家配置——これらを統合する実装ガバナンスの問題として捉え直し、2030 年 G7 に向

けた検討の基盤を構築することを目的とする。 
 本研究は 3 年計画であり、本年度(令和 7 年度)は限られた研究実施期間に鑑み、近年急速に進展してい

る国際的動向の整理と、国際的相互参照の意義がグローバル・ガバナンスにおいて高まっているという現

状認識を前提とした傾向分析および分析基盤の構築に焦点を絞った。 
 本年度の作業から、以下の中間的傾向が観察された。第一に、技術への期待が高まる局面においてこそ

現場感覚と専門家配置の統合的重要性が逆説的に増大すること。第二に、経路依存的な制度的硬直性のも

とでは国際標準が国内改革の外部参照点として機能し得ること。第三に、各国制度の「統合」と「独立」

の二分法を超える設計原理としての相互運用性が複数領域で共通の構造として観察されること。第四に、

安全性を担保する技術自体を国際共同研究の対象とすることで、国際協力が知識共有から実装調整へと

再構成され得ること。第五に、これらの諸論点は技術的解決主義を超えた高解像度の制度設計問題に収斂

し得ること。これらの原理は特に研究開発に関わる幅広い論点に関連する可能性があり、継続して最新動

向の追跡も行う。 
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等を実施する場合は、所属機関の規定に従い適切
に対応した。 
 
Ｃ．研究結果 
本年度の作業から、研究開発体制をめぐる近年の
国際的動向として、以下の5つの論点が抽出された。 
 
C.1 技術への期待が高まる局面における専門家配
置の逆説的重要性 
労働力不足の構造的圧力のもとで、AIやロボットへ
の期待は政策的に高まっている。厚生労働省の第9
期介護保険事業計画に基づく推計では、介護職員数
は2022年度の約215万人から、2026年度には約240
万人、2040年度には約272万人が必要とされ、204
0年度時点で2022年度比で約57万人の追加確保が
必要とされている。技術導入は「便利な選択肢」で
はなく、ケア提供体制を維持するための構造的課題
として位置づけられつつある。 
 
しかし、技術導入の効果は単純な人員削減ではない
ことが、複数の経験的研究から示されている。日本
の介護施設データを用いた既往研究では、介護ロボ
ット導入は雇用削減ではなく、非正規介護職員の増
加や職員定着困難の低下と関連していたとの結果
が報告されている(Lee, Iizuka, & Eggleston, 20
25)。より一般に、IT・自動化技術の生産性への効
果は、業務プロセスや組織構造への補完的投資との
組合せに依存することが、企業レベルデータに基づ
く古典的研究において確認されている(Brynjolfsso
n & Hitt, 2000; Bresnahan, Brynjolfsson, & H
itt, 2002)。医療領域においても、健康情報技術の
導入はワークフロー再設計と一体化されない限り
十分な効果を生まないことが指摘されてきた(Cara
yon et al., 2010)。これらは、技術が人間労働を単
純代替するのではなく、業務再設計、配置調整、評
価との組合せのもとで初めて成果に転じる経路を
示唆する。 
 
ここで観察される構造は、ある種の逆説である。技
術への政策的期待が高まる局面においてこそ、技術
それ自体ではなく、技術と現場・データ・制度・専
門家を接続する配置の重要性が逆説的に増大する。
技術的解決主義(technological solutionism)が政策
言説を主導する局面において、その帰結が機能する
か否かを左右するのは、技術の性能ではなく、技術
を媒介する制度的配置の解像度であると整理し得
る。 
 
医療側の実装ガバナンス事例としては、がんゲノム
情報管理センター(C-CAT)も参照する。C-CATは2
018年に国立がん研究センターのもとに設立され、
2019年6月の包括的ゲノムプロファイリング(CGP)
検査の保険適用と同時に運用が開始された。厚生労
働省はがんゲノム医療中核拠点病院・拠点病院・連
携病院の三層構造を制度化し、中核拠点病院13機関、
拠点病院32機関、ならびに多数の連携病院を指定し
ている。保険診療としてのCGP検査では、専門家に
よるエキスパートパネルでの検討が求められ、エキ
スパートパネルは中核拠点病院・拠点病院および実
施可能な連携病院で開催される。この制度設計は、
技術(ゲノム解析)、データ(C-CAT集積)、現場(エキ
スパートパネル)、制度(保険償還)を単一の連結され
た配置として組み立てるものであり、検査結果の解

釈と治療方針の検討について、一定の質の平準化を
図る仕組みが形成されていると評価する声もある。 
 
C-CATへの保険診療でのCGP検査登録患者数は、2
025年3月末時点で10万123例に達している。C-CA
Tに集約された情報は、患者同意に基づき、情報利
活用審査会による審査・許諾のもと、アカデミアや
企業等に共有され、学術研究や医薬品開発等に活用
されている。 
 
C-CATの含意は、「がんゲノム医療の制度化に成功
した」という個別事例にとどまらない。それは、技
術への期待が高い局面において、技術を機能させる
ためには技術以外の構成要素を統合する高解像度
の制度設計が要請される、という一般命題の具体例
として位置づけ得る。 
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C.2 経路依存的制度的硬直性のもとでの国際標準
の外部参照点機能 
日本の医療データ基盤は、長期にわたる制度的硬直
性を抱えてきた。電子カルテ普及は規模により大き
く異なり、令和5年時点で電子カルテ普及率は、一
般病院で65.6%、400床以上で93.7%、200床未満で
59.0%、一般診療所で55.0%である。さらに、多数
のベンダーが独自仕様・独自のデータ格納形式でシ
ステムを発展させてきたことによる断片化、ならび
に既存の医療提供体制の経路依存性が、国内主導の
標準化合意形成を困難にしてきたとしばしば分析
される。 
 
2022年3月、厚生労働省標準規格として、処方情報、
健康診断結果報告書、診療情報提供書、退院時サマ
リーに関するHL7 FHIR記述仕様(HS036〜HS03
9)が採択された。その後、電子カルテ情報・交換方
式の標準化において、3文書・6情報を起点にHL7 
FHIRを用いた標準化を進める方針が示されている。
2022年5月の自由民主党政務調査会「医療DX令和
ビジョン2030」提言、同年6月の骨太の方針2022を
経て、全国医療情報プラットフォームの創設、電子
カルテ情報の標準化等、診療報酬改定DXを柱とす
る医療DXの取組が進められてきた。この中で、HL
7 FHIRを用いた電子カルテ情報の標準化や、標準
型電子カルテの開発・普及が関連施策として位置づ
けられている。政府工程表では、遅くとも2030年に
概ねすべての医療機関において必要な患者の医療
情報を共有するための電子カルテ導入を目指すと
されている。2025年3月には標準型電子カルテα版
のモデル事業が開始されている。電子カルテ情報共
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有サービスは、全国医療情報プラットフォームの一
部として、診療情報提供書の電子共有、健診結果の
閲覧、患者の臨床情報の閲覧、患者サマリーの本人
閲覧という4サービスを掲げており、文書・情報登
録の過程でFHIR変換やバリデーションが位置づけ
られている。 
 
ここで仮説的に観察される構造は、国際標準の特異
なメカニズムである。国内主導の標準化が困難なの
は、個別主体が「自社標準を破棄する」ことに対し
て強い抵抗を持つためである。国際標準を外部参照
点として設定すると、個別主体は自社標準を破棄す
るのではなく、国際標準に準拠する形で接続性を確
保する。改革への意志(will to reform)は存在する
ものの経路依存的制度的硬直性が重い局面におい
て、国際標準は内部からの統一を強要することなく、
各主体を共通基盤に接続する経路を開く外部触媒
として機能する。 
 
同型の構造はDFFTにも観察される。DFFTは、20
19年1月の世界経済フォーラム年次総会(ダボス)に
おいて日本が提唱し、同年6月のG20大阪サミット
首脳宣言にも盛り込まれた。その後、2023年G7広
島サミットでIAP(Institutional Arrangement for
 Partnership)創設が支持され、同年12月にOECD
内にDFFT Expert Communityが設置された。並
行して、国内のデータガバナンス制度の議論が進展
している。DFFTは対外的なルール形成の試みであ
ると同時に、国内のデータガバナンス改革を正当
化・加速する外部参照点としても機能し得ると整理
できる。 
 
国際比較として、EUのEuropean Health Data S
pace(EHDS)規則は、電子健康データの一次利用に
とどまらず、研究・イノベーション・政策形成のた
めの匿名化・仮名化データの二次利用、EHRシステ
ムのセキュリティ・相互運用性基準、認証枠組みを
含む包括的制度を構築している。米国TEFCAは医
療情報交換の「universal floor for interoperabili
ty」を構築している。これらは、国際標準への準拠
を媒介として国内の断片化を超える試みとして、日
本の医療DX令和ビジョンと同型の系譜に位置づけ
られる。 
 
国際協力は対外的合意形成のための場であるだけ
でなく、各国の経路依存性に対する外部参照点とし
て、国内改革を正当化・加速する装置として機能し
得る可能性を示唆する。この二重機能の認識は、2
030年G7に向けた国際協調体制の設計において、グ
ローバルヘルス国際協調を「対外的合意形成」に限
定せず、各国の国内実装能力を構築・改善する経路
として位置づけ直す視座に通じる。 
 
C.3 「統合」と「独立」の二分法を超える設計原理
としての相互運用性 
医療データガバナンスにおいては、しばしば二つの
方向性が対立的に提示される。一方では、各国・各
機関のデータを統合的プラットフォームに集約す
ることで効率性と分析力を最大化する方向。他方で
は、データ主権・プライバシー・規制管轄を理由に、
各国・各機関の独立性を維持する方向。前者は実装
可能性において制度的・政治的制約に直面し、後者
は研究開発・分析・実装の効率性において限界に直

面する。 
 
近年のグローバル・ガバナンス諸領域において、こ
の二分法を超える設計原理として、相互運用性(int
eroperability)の概念が浮上している。相互運用性
とは、各国・各機関の制度的独立性を前提としつつ、
それらが共通の接続基盤を介して機能し合うこと
を可能にする原理である。統合を強要せず、しかし
独立的併存にとどまらない、第三の設計領域の指定
である。 
 
この設計原理は、AIガバナンスの文脈で広島AIプ
ロセス(HAIP)において重要な設計原理の一つとし
て位置づけられており、各国規制を統合するのでは
なく規制間のinteroperabilityを担保するという方
針として展開されている。HAIPは国際指針(Intern
ational Guiding Principles)、国際行動規範(Hiros
hima Code of Conduct, HCOC)、モニタリング機
構等を含む包括的枠組みとして発展してきた。OE
CDは2025年2月にHAIP Reporting Framework
を立ち上げ、4月15日を初回提出期限とした。2025
年4月には19組織による初回提出報告が公開され、
6月にはそれらに基づく初期分析が公表された。こ
れは、拘束的な国際規制を欠く中で、企業の透明性
報告と公的集約を通じて各国規制の相互運用性を
実質化していくソフトロー的手法の本格的実装と
整理し得る。 
 
この概念は、保健医療データガバナンスにおける本
質的問題——各国の医療制度、データ保護法制、臨
床実践、規制管轄が大きく異なるため統合的プラッ
トフォームの構築が現実的でない一方、独立的併存
ではAI・データ駆動型研究開発の便益を実装に転換
できない——に対する設計原理の参照点として援
用し得る。 
 
医療データの文脈に翻訳すると、相互運用性の問題
は次のように展開する。第一に、データ形式の技術
的相互運用性(HL7 FHIRの採択はこの層の制度化
である)。第二に、データ保護・倫理規制の相互運用
性(GDPR、HIPAA、国内法等の異なる法的枠組み
の間で共同研究と実装を可能にする条件の整理)。
第三に、臨床判断・専門家審査の相互運用性(C-CA
Tのエキスパートパネルや欧州のMolecular Tumo
r Boardsのような専門家配置を、各国で並行的に
機能させる条件)。第四に、評価・説明責任の相互運
用性(研究開発成果の安全性・有効性を、各国の規制
管轄を尊重しつつ国際的に相互承認可能にする経
路)。 
 
相互運用性は、データ形式の技術的問題ではなく、
研究開発、診療、規制、評価、実装の各層を横断す
る制度設計原理として位置づけ得る。この視座のも
とでは、グローバルヘルス国際協調体制の構築は、
統合的国際プラットフォームの建設でも、各国独立
的併存の容認でもなく、複数層における相互運用性
条件の整備として再定式化される。 
 
C.4 安全性を担保する技術の共同開発による国際
協力の再構成 
相互運用性を保健医療データの文脈で実装する際
の中心的制約は、データの独立性とその活用の両立
可能性にある。データ主権、プライバシー保護、規
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制管轄を理由とするデータの分散・独立性と、AI・
データ駆動型研究開発が要請する大規模・多様性デ
ータへのアクセスは、しばしば二律背反として論じ
られてきた。 
 
近年のPrivacy-Enhancing Technologyの発展は、
この二律背反を技術的に組み替える可能性を提示
している。Federated Learning(連合学習)は、各機
関がローカルデータを保持したまま、モデル更新や
パラメータ等を共有して共同学習する技術であり、
データ主権およびjurisdictional controlを維持し
ながら複数機関での共同AI開発を可能にする。Dif
ferential Privacy(差分プライバシー)は、分析結果
やモデル更新から個人情報が推定されるリスクを
数学的に定量化・制御するための手法であり、Fed
erated Learningと組み合わせることで、生データ
を中央集約しない共同学習におけるプライバシー
保護を強化し得る。ただし、モデル更新からの情報
漏えい、データ異質性、通信・計算コスト、性能と
プライバシーのトレードオフ等の課題が残るため、
これらの技術は法的・組織的ガバナンスを代替する
ものではなく、それを補完する安全性技術として位
置づける必要がある。 
 
ここで重要なのは、技術的な詳細以上に、これらの
技術が体現する設計原理である。Privacy-Enhanci
ng Technologyは、データの独立性と相互運用性を、
二律背反としてではなく同時に成立可能なものと
して再定式化する技術的経路である。規制的アプロ
ーチ(法的禁止と許可)による外部からの安全性担保
とは異なる、技術内在的な安全性担保の経路を提供
する。 
 
研究開発体制論の観点から重要なのは、これらの技
術自体が新たな研究開発の対象であるという点で
ある。安全性を担保する技術自体を国際共同研究の
対象とする場合、国際協力の性格が変容する。それ
は単なる知識共有や合意形成ではなく、データ・モ
デル・評価・監査の各局面における詳細な技術的調
整を含む実装協調へと、国際協力が再構成される。
安全性技術の共同開発の過程それ自体が、各国規制
間の相互運用性を技術的基盤の側から下支えする
経路を生む。 
 
2030年G7に向けた研究開発体制の検討においては、
医薬品・診断技術・AIモデル等の研究開発と並行し
て、安全性技術(Privacy-Enhancing Technology、
トレーサビリティ、監査機構等)の研究開発を、独立
した国際協調の対象として位置づける視座が一つ
の論点となり得る。 
 
C.5 技術的解決主義を超える高解像度の制度設計 
以上のC.1からC.4までの諸論点を貫く共通の構造
として、技術的解決主義(technological solutionis
m)の限界と、それを超える高解像度の制度設計の
要請が抽出される。 
 
技術的解決主義とは、課題を技術導入によって解決
可能なものとして定式化する思考様式である。（介
護人材不足には介護ロボットを、医療データ断片化
には統一プラットフォームを、データ共有とプライ
バシーの両立にはAIを、と。）しかし、C.1で確認
されたように、技術への期待が高まる局面において

こそ、技術以外の構成要素——業務再設計、現場感
覚、専門家ネットワーク、制度的配置——の統合的
重要性が増大する。C.2で確認されたように、技術
的統一(国内標準化)は経路依存性のもとでしばしば
実装不可能であり、外部参照点としての国際標準の
機能が要請される。C.3で確認されたように、デー
タガバナンスは技術的相互運用性だけでなく、規
制・臨床・評価の各層における相互運用性条件の整
備を要請する。C.4で確認されたように、安全性は
技術内在的にも担保され得るが、それは技術そのも
のを国際協調の対象とする実装協調の構築を要請
する。 
 
これらの諸論点は、研究開発体制が「研究開発投資
+規制」という従来的二項関係を超えて、データ基
盤、国際標準、専門家配置、安全性技術、実装協調
を統合する高解像度の制度設計問題へと拡張して
いることを示唆する。 
 
C-CATの組織構造はこの拡張を体現する具体例と
して位置づけ得る。国立がん研究センターの公表に
よれば、C-CATには、病院連携、知識統合、データ
サイエンス戦略、リポジトリ、ゲノム解析プラット
フォーム、ゲノムデータ管理、IT支援等の部門が置
かれている。臨床上の有用性については、2026年1
月の国立がん研究センターの発表によれば、5万例
以上の臨床ゲノムデータを用いた解析により、標的
治療を新たに受けた患者割合は全体で8.0%、甲状
腺がん34.8%、非小細胞肺がん20.3%、小細胞肺が
ん20.1%等の数値が報告されている。 
 
これらの数値は、データ集積の規模(10万例超)それ
自体ではなく、データを専門的に解釈し、治験・患
者申出療養・未承認薬・適応外薬のアクセス課題と
接続する制度的配置の有無こそが、研究開発成果を
実装に転換するか否かを決定するという論点を補
強する材料として整理し得る。高解像度の制度設計
とは、技術と現場と制度と政策を接続する解像度の
高さを、政策的言説のレベルだけでなく実装レベル
において確保することである。 
 
Ｄ．考察 
D.1 5層を統合する設計原理 
C.1からC.5までの5つの論点は、それぞれ独立した
観察ではなく、AI・データ時代の研究開発体制を構
成する設計原理として相互に接続している。第一に、
技術への期待が高まる局面における専門家配置の
逆説的重要性。第二に、経路依存的制度的硬直性の
もとでの国際標準の外部参照点機能。第三に、「統
合」と「独立」の二分法を超える設計原理としての
相互運用性。第四に、データの独立性と相互運用性
の両立を可能にする安全性技術の共同開発。第五に、
技術的解決主義を超える高解像度の制度設計の要
請。これらは別々の論点ではなく、研究開発成果を
社会実装に接続するための統合的設計の構成要素
である。 
 
AI・データ時代の研究開発体制は、個別技術の創出
を支援する従来型のR&D政策から、データ基盤、国
際標準、制度的信頼、安全性技術、専門家ネットワ
ークを統合する実装志向型の体制へと拡張してい
ると整理し得る。 
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D.2 制度的配置の非移転可能性と国際協調の様式 
技術および標準は国境を越えて流通可能性が高い
一方、それらを機能させる制度的配置は各国固有性
が強いという非対称性は、国際協調体制の様式に重
要な含意を持つ。 
 
特にグローバルヘルス領域では、各国の保健医療制
度、データ保護制度、財政制約、専門人材の配置が
大きく異なるため、単一の統合システムを目指すこ
とは現実的ではないと考えられる。むしろ、各国の
制度的独立性を前提としつつ、データ標準、評価手
法、説明責任、安全性技術、能力強化を通じて相互
運用性を確保することが重要になると整理し得る。 
技術それ自体ではなく、それを機能させる制度的配
置が決定的に重要であるという命題は、国際協力を
不要にするものではない。むしろ逆に、制度的配置
こそが各国固有性を持つために、各国の実装経験の
相互参照こそが、国際協力の中核的機能となり得る。 
 
D.3 国際協力の二重機能と国内改革との連動 
国際協力が、対外的ルール形成と国内改革の外部参
照点という二重機能を併せ持つことは、グローバル
ヘルス国際協調体制を考える上で重要な視点を提
供する。 
 
HL7 FHIRの日本における作動メカニズム、DFFTに
おける国内データガバナンス改革と国際枠組み構
築の並行進行は、いずれも国際協力が国内制度改革
の駆動力として機能していると類推できる例と整
理できる。この知見は、グローバルヘルスにおける
国際協調体制を、対外的合意形成のための場として
だけでなく、各国の国内実装能力を構築・改善する
経路として位置づける視座に通じる。 
 
D.4 安全性技術の共同開発による国際協力の再構
成 
Privacy-Enhancing Technologyの発展は、研究開発体
制論において新たな論点を提示する。第一に、これ
らの技術はデータの独立性と相互運用性を二律背
反としてではなく同時成立可能なものとして再定
式化する。第二に、これらの技術自体が新たな研究
開発の対象であり、国際共同研究の結節点となり得
る。共同研究開発の過程それ自体が、各国の規制間
の相互運用性を技術的基盤の側から下支えする経
路を生む。 
 
2030年G7に向けた研究開発体制の検討においては、
技術内容の研究開発と、安全性技術の研究開発を、
いずれも国際協調の対象として位置づける視点が
一つの論点となり得る。 
 
Ｅ．結論 
本年度(令和7年度)の分担研究では、AI・データ時代
のグローバルヘルス研究開発体制を、個別技術の開
発支援ではなく、データの独立性と相互運用性の両
立、国際協力を国内改革の外部参照点として機能さ
せるメカニズム、安全性を担保する技術の共同開発、
技術的解決主義を超えた高解像度の専門家配置を
統合する実装ガバナンスの問題として捉え直す視
座を提示し、その下で5つの論点を抽出した。 
 

技術および標準が国境を越えて流通可能である一
方、それらを機能させる制度的配置は各国固有性が
強いという非対称性のもとでは、国際協調は同一制
度の移植ではなく、各国の制度的経験の相互参照と
原理レベルの共通基盤構築という形をとる必要が
あると整理し得る。グローバルヘルスにおける国際
協調体制は、この観点から、各国の国内実装能力を
構築・改善する経路として位置づけ直す視座が一つ
の論点となり得る。 
 
日本は、高齢化、UHC、医療DX、がんゲノム医療、
DFFT、広島AIプロセス等の経験を有しており、こ
れらを個別政策としてではなく、研究開発を支える
データ・AIガバナンスの設計原理として再構成する
ことで、2030年G7に向けた政策提言の基盤を提示
し得ると整理し得る。 
 
次年度以降は、本年度に整理した分析基盤を踏まえ、
G7、G20、WHO、世界銀行等における研究開発関
連政策文書の体系的整理、関係者ヒアリング、なら
びに官民連携によるイノベーション政策の検討を
進め、2030年G7に向けた政策提言の基礎を構築す
ることとする。 
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